
令和７年度　第４次八頭町男女共同参画プラン実施状況
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第４次八頭町男女共同参画プラン体系図

目標 男女がともに輝くまちづくり

　３つの基本目標ごとに重点目標を定め、男女共同参画の推進を図ります。

基本目標Ⅰ　男女がともに参画する人づくり

施策の方向性

① 学校教育・社会教育における男女共同参画推進

② 家庭や地域における教育・学習の充実

③ 子どもの発達段階に応じた男女平等教育の推進

① 防止に向けた意識啓発

② 情報提供と相談窓口の充実

③ 被害者の救済と支援

基本目標Ⅱ　男女がともに担う暮らしづくり

施策の方向性

① 男女の雇用機会均等の定着促進

② 女性の積極的な登用

③ 女性の再就職などチャレンジ支援

① 家庭生活における固定的性別役割分担意識の解消

② 男性の家庭生活への参画促進

③ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

① 各年代に応じた男女の健康増進

② 母性の保護と母子保健対策の推進

③ 健康を支える食育及びスポーツ活動の推進

基本目標Ⅲ　男女がともに支え合う地域づくり

施策の方向性

① 意思決定の場への女性の参画拡大

② 女性の人材・リーダーの育成

③ まちづくりへの女性参画に対する住民関心の喚起

① 住民活動への女性の参画

② 多様性を認め合う意識の啓発

③ 人権を尊重した社会環境の醸成

① 地域活動団体などの育成・支援

② 防災・災害対策の分野における男女共同参画の推進

③ 子育て支援サービスの充実

2 あらゆる暴力の根絶

男女共同参画に向けた教育の充実

重点目標

1

8 地域における男女共同参画の推進

重点目標

3 職場における男女共同参画の推進

4 家庭における男女共同参画の推進

5 生涯を通じた男女の健康支援

重点目標

6
政策・方針決定の場への女性の参
画拡大

7
男女共同参画の視点に立った社会
制度・慣行の見直し
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１　男女共同参画に向けた教育の充実 　　所属　［　八頭町　］

① 学校教育・社会教育における男女共同参画推進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

◆ＰＴＡ執行役員 ・ＰＴＡ執行役員

　Ｒ元年度２９．４％→Ｒ７年度目標５０％ 　Ｒ７年度 　約58.8％

学校における適切な性に関
する教育の推進

女性、男性及び多様な性に関し、人権尊重・平等の精
神に基づく正しい知識を身に付けるための教育を推進し
ます。

・小学校、中学校とも年間指導計画に沿って主に心の教
育に関する学習を実施した。
・道徳や学級活動で多様性に関わる題材・主題を扱っ
た。
・人権教育年間計画の提出・計画の確認・改訂をしなが
ら、各学校で性に関し正しい知識を身に付けるための教
育に取り組んだ。

教育委員会
人権推進課
男女共同参画センター

誰もが参加しやすいＰＴＡ
活動の推進

ＰＴＡ活動や参観日の日程・内容について配慮を行う
など、保護者が参加しやすい環境づくりに努めます。

・保護者が参加しやすいようにいろいろな曜日に参観日
を実施した。

教育委員会

生涯学習参加促進
誰もが参加しやすいように、生涯学習講座など各種研

修会の開催日時に配慮を行い、町民の学習参加を促進し
ます。

・誰もが参加しやすい曜日や時間帯を考慮し、各種講座
を開催した。 教育委員会

中央公民館

Ⅰ　男女がともに参画する人づくり

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

女性の登用促進・啓発 教育委員会

教育関係者の男女共同参画
意識の向上

教育関係者の男女共同参画意識を高めるために啓発講
座や研修の充実を図ります。

・町男女共同参画フェスティバルへの参加を促し、職員
研修に取り入れた。また、その他の講座や研修等の案内
を回覧し、職員の参加を促した。

教育委員会
男女共同参画センター

学校における人権尊重教育
の充実

学校教育やＰＴＡ研修などを通して、人権に関する教
育の充実を図ります。

・中学校では学年弁論（八頭中生の主張）を保護者参加
で実施。
・小学校では人権教育参観日やPTAの人権研修会等を実
施した。
・教育会主任会等を通じ、ＰＴＡ研修に関する費用助成
や講師選定相談等を行いながら、教育の充実を図った。

教育委員会
人権推進課

3



4

② 家庭や地域における教育・学習の充実

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

家事や育児・介護を体験す
る機会の創出

男女ともに必要な家事や育児、介護に対する関心を高
めるための交流や学習に努めます。

・保育所２カ所で保護者を対象とした「子育て講座」を
実施した。
・男女共同参画センターと子育て支援センターが共催
で、防災講座や父親講座を実施した。また、子育て支援
センターで赤十字講習会を開催し、幼児安全法を学ぶ学
習会を実施した。
・父親の育児講座で、女性の産前産後に起こる身体や心
の変化を学習し、実際に妊婦体験や赤ちゃんのお世話に
ついて体験した。

教育委員会
子育て支援センター
男女共同参画センター

女性のエンパワメント
女性の能力発揮の推進を図る意識啓発をするととも

に、教養講座及び育成講座などを開催し、学習活動の充
実を図ります。

・生涯学習専門学校を開校し、働く女性を対象に「美容
と健康講座」や「着物着付け教室」、「手作りパン教
室」等を開催し、女性の意識向上やスキルアップに努め
た。
・子育て世代の防災講座を実施し、災害時における能力
発揮の推進を図った。

教育委員会
中央公民館
男女共同参画センター

③ 子どもの発達段階に応じた男女平等教育の推進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

男女共同参画意識を育む教
育・学習の充実

保育所・小学校・中学校で心身の発達段階や年代に応
じた男女平等教育・学習を推進します。

・各教科、道徳教育や特別活動など全教育活動を通じて
男女がお互い協力していくことや、相互理解などの学習
を行った。 教育委員会

男女共同参画の視点を踏ま
えた児童・生徒指導

児童生徒が各自の能力や適性を発見し、幅広い視野か
ら性別にとらわれない進路、多様な生き方の選択ができ
るよう、教育・指導を行います。

・性別にとらわれることなく、児童・生徒の意思決定を
尊重して組織作りや役割分担を行った。
・職業調べ・高校調べなどの学習を通して、男女問わず
様々な場面で活躍する方や、先輩の姿を知る学習を行っ
た。

教育委員会

職場体験事業の実施
中学生を対象に、職場体験を行い、性別に関わらず

様々な職業について体験し、職業意識の育成を図りま
す。

・中学校２年生の全生徒を対象に、５月に３日間職場体
験学習（わくわく八頭中）を実施した。

教育委員会

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

担 当 課具 体 的 施 策 施 策 内 容
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２　あらゆる暴力の根絶

① 防止に向けた意識啓発

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

ＤＶ根絶への社会的認識の
徹底・啓発

広報紙などを通じて、ＤＶは犯罪であるという認識を
高めるとともに、研修や防止啓発講座を行うことで、Ｄ
Ｖの根絶を目指します。

・広報に関して、男女共同参画センターと連携した啓発
を行うとともに、啓発ＤＶＤ教材の貸出し等による啓発
普及を行った。また、デートＤＶに関する番組をケーブ
ルテレビで放映した。（8/16～8/22）
・「女性に対する暴力をなくす運動週間（11月）」に合
わせて、この運動を象徴するパープルリボンをツリーに
飾り施設内に設置したほか、啓発資料や関連図書等の展
示、また、広報やずへの関連記事の掲載を行った。

人権推進課
福祉課
男女共同参画センター

セクハラ防止啓発
地域社会、教育の場などにおけるセクハラの防止のた

めの啓発活動を行います。

・各職場内で課内研修を実施した。
・“あらゆる人権”という観点から、企業・事業所、又
は地域（各地区人推）に啓発ＤＶＤ視聴等の学習を推進
した。
・男女共同参画週間に合わせ、パネル展示を行い周知啓
発を行った。

全課

スクールセクハラ・デート
ＤＶ防止啓発

お互いを尊重し対等な関係が築けるよう、教育現場に
おけるセクハラ（スクールセクハラ）、恋人同士で起こ
る暴力（デートＤＶ）などに関する正しい知識と防止啓
発活動を行います。

・県教委主催のハラスメント研修に参加し、研修内容の
周知を行った。
・男女共同参画週間に合わせ、パネル展示を行い周知啓
発を行った。

教育委員会
男女共同参画センター

担 当 課具 体 的 施 策 施 策 内 容

5



6

児童虐待防止啓発

啓発パンフレット配布、ポスター掲示を行うなど、防
止啓発に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会に
よる個別支援会議（ケース検討会）での関係機関との連
携、情報共有を行い、早期発見・早期対応の体制の充実
を図ります。

・児童虐待防止月間（11月）に、町内の保育所、小学
校、中学校等に啓発物（ウェットティッシュ、チラシ）
を配布し、各家庭への啓発を行った。
・行政機関、公民館、まちづくり委員会等へ啓発物品を
配布して住民の児童虐待防止に対する理解や相談先の周
知等を行った。
・要保護児童対策地域協議会による個別支援会議等を開
催し、関係機関と連携を図り、児童虐待防止及び早期発
見・早期対応に取り組んだ。
・広報やず８月号人権のひろばにて、「こどもの人権相
談」強化週間について広報した。
・日々の子どもの様子をしっかり観察し、早期発見・早
期対応に努めた。また、SSW、SC等の専門職、関係機関
と連携を図りながら体制の充実を図った。
・保護者宛に啓発文書や啓発物品を配布した。
・子どもの表情や言葉、態度などをよく観察し、虐待の
恐れや気になる様子が見られる場合は、関係機関と連携
し、早期に対応した。
・「児童虐待防止月間(11月）」内にこの運動を象徴す
るオレンジリボンをツリーに飾り施設内に設置した他、
啓発資料等の展示などを行った。

保健課
町民課
各保育所
人権推進課
教育委員会
男女共同参画センター

高齢者虐待防止啓発

　虐待による被害を防止するため、高齢者虐待防止に関
する周知、啓発を行います。
　講演会、認知症サポーター養成講座を各集落、各種団
体対象に開催し、認知症を原因とする高齢者虐待を防止
するための周知啓発に努めます。
　また、郡家警察署、とっとり東部権利擁護支援セン
ター、医療機関、福祉事務所等の関係機関との連携・情
報共有を行い、早期発見・早期対応の体制の充実を図り
ます。

・高齢者虐待を防止するため、介護支援専門員、民生委
員を対象にそれぞれ研修を実施と町民を対象に啓発用の
ちらしを配布し啓発を行った。また、認知症サポーター
養成講座を集落やまちづくり委員会等で開催し、認知症
を原因とする高齢者虐待を防止するため、啓発に努め
た。
　また、郡家警察署、とっとり東部権利擁護支援セン
ター、医療機関、福祉事務所等の関係機関と連携・情報
共有を行い、早期発見・早期対応の体制の充実を図っ
た。さらに、高齢者見守りネットワーク会議を開催し、
関係機関との連携強化に努めた。

地域包括支援センター

保健課
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② 情報提供と相談窓口の充実

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

相談窓口の充実

人権擁護委員による人権相談窓口や弁護士による法律
相談窓口などを開設し、相談しやすい体制の充実を図る
とともに、被害の顕在化を防止し、効果的な相談業務に
努めます。

・消費生活弁護士相談
　令和7年度開催回数　6回
・基本、毎月１回（第２水曜日）に行政相談員と合同の
総合相相談窓口を開設し、人権擁護委員による人権相談
を実施した。
・高齢・障がい・児童・生活困窮等の各種専門相談、あ
らゆる相談を受け止める福祉相談支援センター「ほっ
と」の設置を町社会福祉協議会へ委託し、各地区まちづ
くり委員会で受け止めた課題を福祉相談支援センター
「ほっと」へ繋いだ。
・偶数月の第１金曜日に弁護士による何でも相談を開催
し、相談時間を十分にとるなど相談しやすい体制整備を
図った。

企画課
人権推進課
福祉課
男女共同参画センター

被害者の早期発見・早期対
応

医療機関・弁護士・民間支援団体などの関係機関・関
係各課との連携を強化することにより、ＤＶなどの相談
業務を担っている専門機関の情報を共有し、必要な援助
が幅広く行えるように努めます。

・人権擁護委員による人権相談窓口を開設することによ
り、被害者の早期発見、関係専門機関への情報提供等の
体制充実に努めた。
・弁護士による何でも相談や職員による日々の相談電話
の受付を行い、また警察や女性相談など関係機関との情
報・意見交換を図り、連携に努めた。

町民課
各保育所
人権推進課
福祉課
男女共同参画センター

③ 被害者の救済と支援

令和7年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

公的相談機関・民間支援団
体との連携促進

福祉相談センター、法務局などの公的相談機関、民間
支援団体などと連携し、相談・支援体制の強化に努めま
す。

・基本、毎月１回（第２水曜日）に行政相談員と合同の
総合相談窓口を開設し、人権擁護委員による人権相談を
開催した。
・関係機関と連携し、情報、考え方を共有し、適切な連
携のもと対応をした。
・偶数月の第１金曜日に弁護士による何でも相談を開催
し、相談時間を十分にとるなど相談しやすい体制整備を
図った。

町民課
各保育所
人権推進課
福祉課
男女共同参画センター

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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研修の充実と職員の人材確
保

二次被害を防止し、被害者への適切な対応・支援がで
きるよう研修の充実を図り、継続的な職員の資質向上に
努めます。

・各職場内で課内研修を実施した。
・県隣協の隣保館相談支援強化研修事業等、外部団体の
研修への参加や、課内研修、日々の課内での情報交換等
により研鑚に努めた。
・不適切保育の未然防止と発生時対応マニュアルをもと
に虐待防止のための保育所の役割とポイントを踏まえ取
組みを実施していくとともに、職員の研修を実施した。

全課
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３　職場における男女共同参画の推進 　　所属　［　八頭町　］

① 男女の雇用機会均等の定着促進

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

育児・介護休業制度など多様な働き方を可能とする制
度の普及啓発と利用促進を行います。

・男性の育児休業取得率の向上啓発
　県内事業所（10人以上）
　　※県商工労働部がＨ27年度より3年に1回調査実施

（県）  　R６年度　37.6％
（町：八頭町役場）
　　　  　R７年度　66.7％ 2名
　　　　　　　　  （対象者3名）

・男性の育児休業取得率（県内民間企業） ・妻の出産に伴う休暇（特別休暇）

　Ｈ２９年度５.６％→Ｒ７年度目標３０％ （町）  　R７年度　100％

　※県商工労働部がＨ27年度より3年に1回調査実施 ・妻の産前産後の期間に子の養育のための休暇（特別休
暇）

（町）  　R７年度　100％

男女間の賃金格差の是正啓
発

男女間の賃金格差の是正に向け、町内企業への啓発を
行います。

・チラシ等の配架、広報等で啓発を実施した。
（全国）　R７年度　男100％
　　　　　　　　　 女76.6％
（ 県 ）　R７年度　男100％
　　　　　　　　　 女84.5％

産業観光課
総務課
男女共同参画センター

男女雇用機会均等法などの
関係法の周知啓発

男女雇用機会均等法などの労働関連法について、広報
紙などで周知と啓発を行い、町内企業における男女の機
会均等と公正な処遇の確保に努めます。

・働きやすい職場環境の推進に向け、鳥取県と連携し、
鳥取県男女共同参画企業の認定に向け直接企業訪問し、
周知・啓発を図った。
・男女雇用機会均等法の母、赤松良子特設展示にて周
知・啓発を図った。

産業観光課
総務課
男女共同参画センター

Ⅱ　男女がともに担う暮らしづくり

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

育児・介護休業法など制度
の周知と利用啓発

総務課
産業観光課
保健課
男女共同参画センター

9
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あらゆるハラスメント防止
に向けての取組推進

セクハラ、パワー・ハラスメント、モラル・ハラスメ
ント、マタニティ・ハラスメントなどあらゆるハラスメ
ントの防止に向けて啓発を行うとともに、相談窓口の充
実と関係機関との連携強化を図ります。

・各職場内で課内研修を実施した。
・日頃、あらゆるハラスメントを意識し業務を遂行。ま
た、課内研修において啓発。
・広報等で人権啓発を行いながら、人権相談により、被
害者の早期発見、関係専門機関への速やかな情報提供、
被害者支援を図った。
・人権啓発センターにおいて、カスタマーハラスメント
をテーマに人権問題講座を開催した。（6/27）
・男女共同参画週間等にあわせ、各種ハラスメントのＤ
ＶＤを上映し、啓発を行った。

全課

② 女性の積極的な登用

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

役場内部の女性の管理職へ
の積極的登用

Ｒ元年度４５.５％　→Ｒ７年度目標５０％
・Ｒ７年度　35.5％

総務課

企業における女性の能力発
揮のための積極的取組（ポ
ジティブアクション）の推
進啓発

町内企業へ女性の活躍推進法の啓発周知及び女性登用
に関する取組を促進します。

・チラシやポスター等の配架により啓発を行った。
産業観光課
総務課
男女共同参画センター

男女のそれぞれ少ない職業
分野への参加促進

広報紙や４コマ漫画などを通じて、性別にとらわれな
い職業分野への参画を推進します。

・広報やずの４コマ漫画の掲載などにより性別にとらわ
れない職業分野への参画啓発を行った。 男女共同参画センター

自営業における家族従事者
の就労環境の改善促進

商工会や農業協同組合などとの連携により、就労環境
の改善へ向けた啓発を推進します。

・チラシ等の配架、面談、会員向け講座等により啓発に
努めた。 産業観光課

・鳥取県指導農業士の女性割合 ・鳥取県指導農業士の女性割合

　Ｒ元年度４０％→Ｒ７年度目標４０％ 　Ｒ７年度　２人　40％

・農業協同組合の女性正組合員加入割合 ・農業協同組合の女性正組合員加入割合

　Ｒ元年度１６．６％→Ｒ７年度目標３０％ 　Ｒ７年度　396人　16.5％

・農業協同組合役員の女性割合 ・農業協同組合役員の女性割合

　Ｒ元年度０％→Ｒ７年度目標１５％ 　Ｒ７年度　25％

・家族経営協定の締結農家数 ・家族経営協定の締結農家数

　Ｒ元年度１３件→Ｒ７年度目標１５件 　Ｒ７年度　18件

担 当 課具 体 的 施 策 施 策 内 容

産業観光課
総務課
男女共同参画センター

農業分野における女性の活
躍促進

産業観光課

女性の活躍推進法の啓発
女性が職業生活において、個人の希望に応じて能力を

十分発揮し、活躍できる環境が整うよう啓発に努めると
ともに、女性の活躍に関する情報提供に努めます。

・国や県からのチラシ等の配架や、広報やず等で啓発を
行った。

10
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③ 女性の再就職などチャレンジ支援

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

再就職に向けた支援活動の
推進

再就職支援講座など、再就職に関する相談・就業支援
の情報提供を行います。

・月１回の子育て支援センター事業の開催日に合わせ
て、ハローワークと連携し、就職に関する個別相談を
行った。

産業観光課
教育委員会
男女共同参画センター

女性起業家・女性自営業者
に対する支援活動の推進

　女性チャレンジ講座などを開催し、女性の起業に関す
る相談に応じるとともに、活動支援を図ります。
　農業協同組合・農業改良普及所と連携して女性の農業
起業グループへの活動支援を図ります。

・補助金申請時など個別の相談に応じ、起業に関する就
業支援を図った。
・関連講座チラシの配架を行い周知啓発を図った。 産業観光課

男女共同参画センター

保育所入所に関する情報提
供

保育所の入所手続きや入所状況を町ホームページへ掲
載し、働く保護者の家庭と仕事の両立支援を図ります。

・保育所入所の手続きや第2子以降保育料無償化などの
制度について町ホームページへの掲載を行った。

町民課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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① 家庭生活における固定的性別役割分担意識の解消

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

子育て支援フェスタの開催
子育て支援フェスタを開催し、男女が共に関わる子育

ての推進に向けた啓発を行います。

・10月18日(土)、八東ふれあいスポーツセンターを会場
に子育て支援フェスタを開催し、男女ともに関わる子育
ての推進に向けて啓発を行った。（参加者／大人:138
人、子ども:137人）

子育て支援センター

母親・父親の育児講座の開
催

各保育所、小学校・中学校の保護者を対象とした子育
て講座を開催し、家庭内における固定的性別役割分担意
識の見直しを図ります。

・保育所２カ所で保護者を対象とした「子育て講座」を
開催した。
・男女共同参画センターと子育て支援センター共催で、
父親講座を開催した。
（12月13日　父親講座）
・父親の育児講座実行委員会と共同でアウトドアクッキ
ングや妊婦体験講座等を開催し、父親の育児参加の啓発
を行った。

各保育所
子育て支援センター
町民課
教育委員会
男女共同参画センター

② 男性の家庭生活への参画促進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

父親の育児講座の開催
男性の子育て講座、育児講座、料理教室などを開催

し、父親の育児参加への啓発を行います。

・父親の育児講座実行委員会と共同でアウトドアクッキ
ングや親子運動教室などを開催し、父親の育児参加の啓
発を行った。

教育委員会
中央公民館
男女共同参画センター

男性の家庭生活等への参画
を可能とする働き方の啓発

男性が家庭生活等へ参画しやすい働き方の改善へ向け
た啓発を行います。

・各職場内で課内研修を実施した。
・課内職員間の業務連携を図り、男性が家庭生活等へ参
画しやすい環境づくりを推進した。
・職場内で互いに声をかけながら、業務を協力しあい、
早く帰宅できるように心がけた。
・年間を通して仕事と休暇のバランスの取れた生活とな
るよう職員で共通認識し、担当者の休暇時には他の職員
がカバーしあった。

全課

介護における参画意識の啓
発

在宅医療・介護体制の充実を図るとともに、男性が参
加しやすい介護講座を開催するなど、介護における参画
意識を啓発します。

・在宅医療・介護体制の充実を図るとともに、男性が参
加しやすい介護講座を開催するなど、介護における参画
意識を啓発した。 保健課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

４　家庭における男女共同参画の推進

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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③ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

鳥取県男女共同参画推進企
業認定制度の普及啓発

「仕事と家庭の両立に配慮し、男女ともに働きやすい職
場環境づくりを積極的に進める企業（鳥取県男女共同参
画推進企業）」への認定啓発を行います。

・Ｒ元年度２４事業所→Ｒ７年度３０事業所

・Ｒ７年度認定企業 　34事業所（累計）
　　　　　　　　　 　30事業所（現状）

・鳥取県の担当者と連携し、情報提供したり、一緒に町
内企業を訪問したりし、認定企業の推進を図った。

産業観光課
総務課
男女共同参画センター

職場中心の意識、ライフス
タイルの見直し啓発

仕事と家庭の調和を図るため、長時間労働の抑制と年
次有給休暇の取得促進などを図ります。

・業務の効率化の推進を図り労働時間の短縮を図った。
・長時間労働が見込まれる職員の事務分担の見直し、課
内連携により長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促
進に努めた。
・個々の業務や家庭状況に合わせ、有給休暇の取得な
ど、適切に取得できた。
・年間を通して仕事と休暇のバランスの取れた生活とな
るよう職員で共通認識し、担当者の休暇時には他の職員
がカバーしあった。

全課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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① 各年代に応じた男女の健康増進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

ライフステージに応じた健診等受診率の向上

・特定健診受診の促進

・乳がん検診受診の促進 ・乳がん検診受診の促進

　Ｒ元年度２１.０％→Ｒ７年度目標５０％ 　Ｒ７年度　20.2％

・子宮がん検診受診の促進 ・子宮がん検診受診の促進

　Ｒ元年度３４.０％→Ｒ７年度目標５０％ 　Ｒ７年度　32.5％

生活習慣病・介護予防対策
の促進

介護予防、自立促進・健康増進に向けた運動機能向
上、口腔機能向上、認知症支援の啓発を行うなど、予防
についての周知・啓発を行います。

・介護予防、自立支援・健康増進に向けた運動機能向
上、口腔機能向上、認知症予防のための各種運動教室や
介護予防教室を開催し、生活習慣病・介護予防の普及、
啓発を行った。

保健課
地域包括支援センター

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

５　生涯を通じた男女の健康支援

健康診査受診率の向上
保健課
町民課

・特定健診及び子宮がん・乳がん検診未受診者（特定の
年齢の対象者）に対し、受診勧奨通知を送付した。休日
検診や午後検診を実施し、受診しやすい体制を整えた。
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② 母性の保護と母子保健対策の推進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

妊娠・出産・産後などにお
ける女性の健康づくり支援

妊婦健康診査、産後健康診査、乳幼児健康診査、産後
ケアなどを実施し、産前産後の女性に対して情報提供を
行うなど相談・支援の充実を図ります。また特定不妊治
療費の助成を行います。

・妊娠・出産・子育て期を通じて、女性及びその子の健
康診査等を実施した。また。必要な情報提供を行い、女
性の健康づくりの推進を図った。特定不妊治療について
も助成を行った。 保健課

③ 健康を支える食育及びスポーツ活動の推進

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

生涯を通じての食育の推進
広報紙などによる啓発を実施するなど、生涯を通じて

健全な食生活を送るための食育に取り組みます。

・広報やず、ケーブルテレビ、ポスター掲示等による啓発を行
い、生涯を通じた食育の推進に取り組んだ。

保健課

スポーツ・レクリエーショ
ン活動の充実

各種スポーツ大会を開催するとともに、水中運動教室
や体操教室などスポーツ・レクリエーション活動の促進
を図ります。

・町体育協会主催による町民スポーツ大会、町スポーツ
推進員主催による各種スポーツ教室やスポーツフェス
ティバルを開催し、参加者も緩やかに増加してきた。 教育委員会

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

リプロダクティブ・ヘルス
／ライツの意識啓発

母性健康管理措置、母性保護規定などについて、母子
健康手帳の交付時などの機会に情報提供を行います。ま
た、リプロダクティブ・ヘルス／ライツがすべてのカッ
プルと個人を対象としているとおり、性と生殖に関する
平等な関係性について男女が理解しあい、尊重し合うこ
との大切さなどについても啓発を行います。

・母子健康手帳交付時に、母性健康管理措置、母性保護
規定等に関する情報提供の充実を図った。
・女性の健康週間等に広報やずへ関連記事を掲載したり
関連図書の展示・貸出しを行うなど啓発を行った。 保健課

男女共同参画センター

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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６　政策・方針決定過程への女性の参画拡大 　　所属　［　八頭町　］

① 意思決定の場への女性の参画拡大

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

性別や年代に関わらず多様な意見を町の政策・方針決
定に反映するため、各種審議会などへの女性登用を促進
します。

・委員の女性割合が40％未満の審議会の担当課に対し
て、女性の登用促進を依頼した。

・審議会委員等への女性の登用率 ・審議会委員等への女性の登用率

　Ｒ元年度４２.８％→Ｒ７年度目標５０％ 　Ｒ７年度：　55.2％

・農業委員への女性登用率 ・農業委員への女性登用率

　Ｒ元年度２８.６％→Ｒ７年度目標３６％ 　Ｒ７年度：　７％（１名）
　　　※任期：Ｒ5.7.20～Ｒ8.7.19

・老人クラブにおける女性役員の登用率 ・老人クラブにおける女性役員の登用率

　Ｒ元年度１２.５％→Ｒ７年度目標３０％ 　Ｒ７年度：　15％

各種団体などへ女性の登用
拡大に向けて協力要請

各種団体に向けて女性の登用促進のための広報や啓
発、協力を要請して行きます。

・区長会で周知、広報やずの4コマ漫画の掲載などによ
り啓発を行った。
・委員の女性割合が40％未満の審議会の担当課に対し
て、女性の登用促進を依頼した。

男女共同参画センター

男女共同参画の意識啓発
意思決定の場へ女性が主体的に関わることを啓発し、

性別にとらわれない男女共同参画の意識啓発を促進しま
す。

・各職場内で課内研修を実施した。
・上下水道運営審議会において、女性の意見を反映する
よう女性委員を積極的に登用。
・町人推各専門部部長、副部長の選出等にあたり、男性
が部長、女性が副部長などの性別役割分担意識に捉われ
ることのないよう意識改革に努めた。

全課

全課

Ⅲ　男女がともに支え合う地域づくり

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

審議会委員などへの女性の
登用促進
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② 女性の人材・リーダーの育成

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

女性の活躍促進のための取
組

女性の能力が十分発揮できる環境や意識づくりに努
め、男女共同参画意識を高める学習機会の提供を図りま
す。

・各職場内で課内研修を実施した。
・人権尊重のまちづくり基本計画の推進と併せて人権問
題学習会の際にも、他の人権課題と併せた普遍的な考え
方の啓発、啓発ＤＶＤ教材の提供等を行った。

全課

男女共同参画リーダー養成

日本女性会議など、国内・県内などで開催される男女
共同参画をテーマとした研修会、講座などに町民を派遣
し、男女共同参画リーダーの養成を図り、男女共同参画
の推進に向けた意識啓発に努めます。

・奈良県で開催された日本女性会議に一般公募により町
民１名を派遣し、研修を実施した。
・倉吉市で開催された県のよりん彩記念日フォーラムに
10名参加し、意識啓発に努めた。
・若年層の女性を対象とした「女子会＠やず」事業を開
催し育成に努めた。

男女共同参画センター

③ まちづくりへの女性参画に対する住民関心の喚起

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

女性が参画しやすい環境づ
くりの啓発

地域において女性の意見が反映されやすい環境づくり
に向けた働きかけを行います。

・各職場内で課内研修を実施した。
・広報やず「人権のひろば」や人権問題学習会を通し
て、人権を尊重する普遍的な考え方を啓発した。 全課

積極的な広報・啓発を行い、集落役員の女性登用の意
識啓発を行います。

・区長会で女性役員登用に向けて啓発を行った。

　Ｒ元年度２.８％→Ｒ７年度目標１０％ 　Ｒ７年度　　6.1％

担 当 課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

具 体 的 施 策 施 策 内 容

集落役員（自治会役員）の
女性の登用促進

総務課
男女共同参画センター
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① 住民活動への女性の参画

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

男女共同参画センターの充
実

学習・啓発・人材育成・集落や各種団体への出前講座
などの男女共同参画に関する各種事業を実施します。

・啓発講座のかがやき広場や、父親の育児講座などへの
参加を性別や年齢を問わず幅広く呼び掛け、各種講座を
開催した。
・男女共同参画審議会を開催し、第４次男女共同参画プ
ランの進捗状況及び実施計画について審議を行い、男女
共同参画事業の推進を図った。
・男女共同参画センター運営審議会を開催し、センター
の適正運営に向けた検討、協議を行った。
・男女共同参画センターを広く住民に認知していただく
為に、男女共同参画センターにおいて１日開催の男女共
同参画フェスティバルを実施し、認知を図った。

男女共同参画センター

② 多様性を認め合う意識の啓発

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

固定的性別役割分担意識是
正のための啓発

性別に関わりなく一人ひとりがお互いを認め合い、尊
重しながら共に参画できる男女共同参画社会の形成につ
いての講座・研修を開催し、広報・啓発に努めます。

・各職場内で課内研修を実施した。
・広報やず「人権のひろば」や人権問題学習会を通し
て、人権を尊重する普遍的な考え方を啓発した。
・４コマ漫画や男女共同参画に関わる川柳作品の募集等
により、性別による役割分担意識にとらわれない意識啓
発を行った。

全課

担 当 課

７　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

具 体 的 施 策 施 策 内 容

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

18
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男女共同参画フェスティバ
ルの開催

実行委員会と協働で開催し、男女共同参画の推進へ向
けた啓発を行います。

・例年の講演会やパネル展示に加え、ワークショップや
体験コーナーを追加し、男女共同参画センターを会場に
１日開催で実施し、センターの認知を図った。「女性に
対する暴力をなくす運動週間（11月）」に合わせて、登
録団体やセンターによる啓発パネル等を展示し、啓発を
行った。

男女共同参画センター

男女共同参画カルタ・子育
てカルタの活用

男女共同参画カルタや子育てカルタについて、時代に
合った内容への更新を図り、固定的性別役割分担意識の
解消に向けて、各種研修会や講演会などでの利用啓発を
行います。

・町内老人クラブや、まちづくり委員会などへカルタを
貸出し、意識啓発に努めた。
・父親委員会の事業と併せて男女共同参画カルタを利用
し啓発を行った。

男女共同参画センター

③ 人権を尊重した社会環境の醸成

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

男女共同参画に関する相談
窓口の充実

　弁護士によるなんでも相談を実施します。

・偶数月の第1金曜日に弁護士によるなんでも相談の開
催や、職員による電話相談等を随時行い、相談窓口の充
実を図った。 男女共同参画センター

図書・資料の収集と情報提
供

男女共同参画に関する図書・絵本・ＤＶＤなどの充実
及び貸出、パンフレットなどの資料を収集するとともに
情報提供を行います。

・男女共同参画に関する図書や絵本、ＤＶＤを新たに購
入し、貸出しを行った。また、広報やずや、Ｗｅｂサイ
ト等での貸出方法の周知等、情報提供に努めた。 男女共同参画センター

町報等による広報
４コマ漫画や男女共同参画週間、ＤＶ防止（パープル

リボン）週間など時期や社会情勢に合わせて町報やホー
ムページ、ケーブルテレビなどにより啓発します。

・広報誌に男女共同参画啓発シリーズ
　４コママンガを毎月掲載
・ＤＶ防止月間など関連記事を掲載
・ケーブルテレビ
　　静止画による事業周知　20回
　　八頭町ニュースによる周知　3回

男女共同参画センター
企画課

担 当 課具 体 的 施 策 施 策 内 容
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① 地域活動団体などの育成・支援

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

シルバー人材センターの充
実

男女がともに高齢者になってもその知識や経験を生か
した多様な参画の場づくりを進め、社会参加活動を支援
します。

・登録会員数　155名
  （男性116名・女性39名（25％））
・シルバー人材センター運営費の助成を行った。 福祉課

地域活動団体との連携
地域でさまざまな活動を行う団体に対して、男女共同

参画登録団体制度の周知を図り、登録団体に対する啓発
支援を通じて男女共同参画社会の実現を目指します。

・女性団体連絡協議会や男女共同参画推進会議の活動支
援や、関連事業の広報活動などを行い参画を促進した。
・既登録団体には、研修室使用や印刷機の利用を無料と
し、活動を支援した。
・男女共同参画フェスティバルでは、町内の各種団体に
よる活動報告や男女共同参画の啓発パネル展示により連
携を図った。

男女共同参画センター

② 防災・災害対策の分野における男女共同参画の推進

令和７年度実施状況
（具体的な取り組み・数値 等）

地域防災・災害における男
女共同参画の推進

被災した立場でも、現場で活動する立場でも男女それ
ぞれの働きが重要となるため、性別にとらわれず、多様
な考え方が活かされるよう、地域防災・災害対策への女
性の参画を推進します。

・防災会議委員への女性の委嘱に努めた。
・麒麟のまちとの連携講座で防災基礎講座の実施や、子
育て支援センターとの連携による子育て世代の防災講座
を実施し、災害時における対応を学習した。

総務課
防災室
男女共同参画センター

バリアフリー、ユニバーサ
ルデザインの推進

公共施設建設に当たっては、バリアフリー、ユニバー
サルデザイン化に配慮するとともに、各種講演会などで
は手話通訳の配置に努めます。

・人権尊重のまちづくり講演会、部落解放研究集会で手
話通訳を配置した。

全課

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

８　地域における男女共同参画の推進

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課

20



21

③ 子育て支援サービスの充実

令和７年度実施状況

（具体的な取り組み・数値 等）

保育サービスなどの充実

乳児保育、障がい児保育、延長保育、土曜保育、一時
保育、送迎バス運行や第２子以降保育料無料化を実施す
るとともに、子育てと仕事の両立支援、相談機能の充実
を図ります。

・町内保育所にて、乳児保育・障がい児保育・延長保
育・土曜午後保育・一時保育・病後児保育・特別利用保
育を実施した。また、病児・病後児事業を広域連携にて
継続して実施した。
・第２子以降の保育料無償化や３歳以上児への主食提供
による完全給食を継続して行った。
・子育て支援センターにおいて子育て相談を実施した。

町民課
各保育所
子育て支援センター

地域における子育て支援の
充実

ファミリーサポートセンター事業、子育て支援セン
ター事業、放課後児童クラブなどの充実に努め、地域に
おける子育てを支援することで保護者の就労や社会参加
を推進します。

・ファミリーサポートセンター事業、子育て支援セン
ター事業を継続実施し、育児等への支援をしていくこと
で、保護者の就労や社会参加を推進した。 町民課

子育て支援センター
教育委員会

具 体 的 施 策 施 策 内 容 担 当 課
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